
保健医療計画　進捗状況評価（５疾病６事業在宅以外）

○　各指標の達成状況

Ｂ

Ｃ

Ａ

―

　

項目 取組 指標名 策定時

（看護職員）
取組１
取組２－１
取組３
取組４

看護職員数 145,776人
（令和４年末）

第3節
保健医
療を担う
人材の
確保と
資質の
向上

（医師）
取組２

東京都地域枠医師の離脱
率

2.0％
（令和５年度）

増やす

目標値

衛生行政報告例
（就業医療関係者）

達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

実績

153,241人
（令和６年末）

―

衛生行政報告例
（就業医療関係者）

（看護職員）
取組２－２

特定行為研修修了者の就
業者数

738人
（令和４年末）

2,738人 1,092人
（令和６年末）

―

（医師）
取組１－１
取組１－２

医師少数区域（西多摩・
南多摩・島しょ）におけ
る医師偏在指標

西多摩　138.1
南多摩　164.6
島しょ　131.6
（令和５年度）

上げる
（参考：179.4以

上）
―

西多摩　143.6
南多摩　165.1
島しょ　126.2
（令和８年度）

厚生労働省が示す医師偏
在指標

下げる
1.9%

（令和６年度末）

2.0%
（令和７年度

末）

＜評価に当たっての目安＞

Ａ：達成している

→策定時と比較して５％以上を目安に良い方に進んでいる。

Ｂ：概ね達成している

→策定時と比較して５％未満を目安として良い方に進んでいる。

Ｃ：やや達成が遅れている

Ｄ：達成が遅れている

→策定時と比較して後退している。

－：その他

→実績値が取れない等

＜評価基準＞

Ａ：達成している Ｂ：概ね達成している Ｃ：やや達成が遅れている

Ｄ：達成が遅れている －：その他

※参考

令和５年度（計画策定時）

離脱者累計数７名／貸与者累計３４３名

令和６年度

離脱者累計数７名／貸与者累計３６８名

令和７年度

離脱者累計数８名／貸与者累計３９１名

※

資料５

T0538150
長方形



指標名 策定時 目標値 実績（２年目） 達成状況

所管意見

【原因分析】
　健康上の問題や進路変更等、様々な理由により離脱者が生じている。

【対応】
　地域定着へのフォローとして、医学部１年生～医学部６年生を対象に、「東京都
キャリア形成卒前支援プラン」による研修等を実施するとともに、医師２年目を対
象としたキャリア相談会や研修を行っている。
　なお、離脱者の発生の防ぐため、①リーフレット等の周知用資料では奨学金の
返還となる事由等の重要な制度内容を明示、②採用面接においては制度理解し
ているか確認、③合格者には、誓約書の提出を求めるなど、あらゆる機会を捉
え、入学する学生の制度理解の徹底を図っている。
　これらの取組について、継続して実施していく。
   また、今後は、指定勤務中の医師から都に離脱の相談があった場合には、離脱
以外の対応策がないか検討し、対応策があれば提案する。
※「東京都キャリア形成卒前支援プラン」の主な内容
　　①へき地医療研修（１年生）
　　②地域医療に関する講義・ワークショップ（３年生）
　　③指定医療機関見学会（５年生）
　　④へき地医療体験実習（５年生(希望者)）
　　⑤指定勤務等説明会（６年生）

協議会意見

2
東京都地域枠医師

の離脱率
2.0％

（令和５年度）
下げる 2.0%

（令和７年度末）

各疾病・事業における協議会の開催状況と個別指標の中間評価について

目標達成に向けた今後の取組等



保健医療計画　進捗状況評価（５疾病６事業在宅以外）

○　事業実績

将来、都内の医師確保が必要な地域や
診療科等に医師として従事しようとす
る者に対し、地域医療医師奨学金を貸
与し、都内の医師の確保が必要な地域
や診療所等の医師の確保及び質の向上
に資する。

新規被貸与者数
特別貸与奨学金　23名
（順天堂大学8名、杏林大学10名、日本医
科大学5名）

859,157千円
147名（うち新規23名）

○東京都地域医療支援ドクター事業

多摩・島しょの公立病院等を支援し、
地域の医療体制を確保するため、医師
不足が深刻な公立病院等へ医師を一定
期間派遣する。

採用3名
支援勤務　5名
研修　2名

募集人員　5名
支援勤務　7名
研修　5名
予算額　12,119千円

自治医科大学の運営費負担、入学試験
の実施、卒業医師のへき地町村への派
遣等を実施します。

医師＜課題１＞
医師確保計画に基づく医
師確保対策

（取組１－２）
医師偏在の解消に向けた
取組の実施

○東京都地域医療支援センター

東京都地域医療対策協議会が策定した
方針に基づき、医療機関における医師
確保支援、奨学金被貸与者のキャリア
形成支援、医師確保状況の実態把握、
医師確保対策に関する情報の発信な
ど、都の特性を踏まえた医師確保対策
を推進していきます。

奨学金被貸与者のキャリア形成支援のため
の各種取組の実施
（キャリア相談会、地域医療に関する講
義・ワークショップ、指定勤務説明会、指
定医療機関見学会）

14,501千円

（取組１－１）
総合的な医師確保対策の
推進

○へき地勤務医師等確保事業

へき地医療対策協議会で承認されたへ
き地勤務医師等派遣計画に基づき、事
業協力病院からへき地診療所等に医師
が長期的かつ安定的に派遣された場
合、事業協力病院に謝金を交付すると
ともに、事業協力病院が代替医師等を
雇用する場合にその経費を補助しま
す。

・事業協力病院　9病院
・派遣人数（医師・歯科医師）15人

・事業協力病院　9病院
・派遣人数（医師・歯科医
師）15人

○自治医科大学によるへき地勤務医
師養成

東京都　1～6年在籍数
12人

○自治医科大学卒業医師の派遣・研
修

・へき地医町村派遣　10人
　都立病院等研修　13人

○東京都地域医療医師奨学金

国庫
負担

課題 取組 令和７年度実績

東京都　1～6年在籍数
　13人

項目

東京都保健医療計画（令和6年3月改定）及び

事業名 事業概要
これまでの取組状況

令和７年度計画
（予算規模等）

○東京都地域医療対策協議会
医療従事者の安定的確保のため、医療
関係者や都民等からなる協議会で検討
を進めています。

協議会　2回開催 協議会　2回開催

第3節
保健医療
を担う人
材の確保
と資質の
向上



国庫
負担

課題 取組 令和７年度実績
項目

東京都保健医療計画（令和6年3月改定）及び

事業名 事業概要
これまでの取組状況

令和７年度計画
（予算規模等）

（取組２）
地域の実情に応じた医師
の育成・確保に関する取
組

医師＜課題２＞
地域の実情に応じた医師
の育成・確保

○東京都地域医療医師奨学金《再掲》

将来、都内の医師確保が必要な地域や
診療科等に医師として従事しようとす
る者に対し、地域医療医師奨学金を貸
与し、都内の医師の確保が必要な地域
や診療所等の医師の確保及び質の向上
に資する。

新規被貸与者数
特別貸与奨学金　23名
（順天堂大学8名、杏林大学10名、日本医
科大学5名）

859,157千円
147名（うち新規23名）

地域医療勤務環境改善体制整備（特
別）事業

地域での医療提供体制を確保し（高度
な技能等が修得できる医師を育成しつ
つ）、医師の労働時間短縮を進めてい
くため、働きやすく働きがいのある職
場づくりに向けて、チーム医療の推進
やデジタル技術の活用等による業務改
革を進めていくことを支援します。

延べ45（実数28）病院へ補助を実施
○体制整備事業（ソフト）
・体制整備事業　０病院
・体制整備特別事業　28病院
○設備整備事業（ハード）
・体制整備事業　０病院
・体制整備特別事業　17病院

2,104,042千円
○体制整備事業（ソフト）
・体制整備事業　３病院
・体制整備特別事業　15病院
○設備整備事業（ハード）
・体制整備事業　１病院
・体制整備特別事業　19病院

長時間労働医師が所属し、地域におい
て重要な役割を担う医療機関の医師の
時間外・休日労働時間を短縮すること
及び地域医療提供体制を確保すること
を目的に、長時間労働医療機関への医
師派遣等を行う医療機関の運営等に対
する支援を行います。

派遣元医療機関13病院へ補助を実施
○派遣先（受入）医療機関　101病院
○派遣実人数　225人
○延べ派遣日数　3,238日

病院勤務者勤務環境改善事業・救急
医療体制強化事業

都内医療体制の安定的な確保に資する
ことを目的に、病院が実施する医師及
び看護職員の勤務環境を改善し、離職
防止、負担軽減、定着、再就業を支援
する取組に対し、必要な経費を補助し
ます。

延べ84（実数57）病院へ補助を実施
○勤務環境改善及び再就業支援事業
　・復職研修及び就労環境改善事業　39病
院
　・相談窓口の設置　11病院
○チーム医療推進の取組　30病院
○勤務環境改善施設・設備整備事業
　休憩室・当直室の新築、増改築又は改修
に係る施設・設備の整備
　　・施設整備　3病院
　　・設備整備　1病院
＜再掲＞
救急医療体制強化事業対象　延べ19（実数
14）病院

89施設
288,077千円

東京都医療勤務環境改善支援セン
ター事業

働きやすい環境整備に向けた医療機関
の主体的な取組を支援し、医師、看護
師等の医療従事者の勤務環境を改善す
ることにより、医療安全の確保及び医
療の質の向上を図ります。

○勤務環境改善マネジメントシステム導入
（導入支援）　6件（13回訪問）
○研修等講師派遣　 5件（10回訪問）
〇医師の働き方改革への取組支援　4件（5
回訪問）
○訪問相談　15件
〇電話相談　117件

14,892千円

勤務環境改善医師派遣等推進事業
22施設
786,150千円

医師＜課題３＞
医師の働き方改革への対
応、勤務環境改善

（取組３）
医師の働き方改革への対
応、勤務環境改善に向け
た取組



国庫
負担

課題 取組 令和７年度実績
項目

東京都保健医療計画（令和6年3月改定）及び

事業名 事業概要
これまでの取組状況

令和７年度計画
（予算規模等）

○
看護職員＜課題１＞
養成対策

（取組１）
看護需要に対応した養成
の促進

看護専門学校管理運営

都内の医療機関等に従事する看護師を
養成するため。看護専門学校を７校
（１学年定員600人）設置していま
す。

都内就業率　89.5％

学校説明会（一部web開催）一日看護体験
（web開催）の実施
社会人入試の実施等
教育ＤＸ推進事業の実施

1,194,209千円

看護師等養成所運営費補助

看護師等の学校又は養成所に対し、必
要な経費を補助することにより教育内
容の充実と都内看護師等の充足を図っ
ています。

補助実績　29課程
補助対象　37課程

486,501千円

看護師等修学資金貸与

保健師、助産師、看護師及び准看護師
を養成する学校又は養成所に在学し、
将来都内で看護業務に従事しようとす
る学生に対し、修学資金の貸与を行
い、都内の看護職員の確保及び質の向
上を図っています。

貸与者数
　新制度貸与　3,532人

3,381,251千円

島しょ看護職員定着促進事業

島しょ地域において働く看護職員を対
象に、出張研修や一時的に島を離れる
際の短期代替看護職員派遣を実施しま
す。

出張研修
　８回（うち３回はWEB開催）
短期代替看護職員派遣
　８回

8,520千円

プラチナナース就業継続支援事業

看護職員のキャリア継続を支援するた
め、定年退職前からその後のライフプ
ランを考え、多様な職場を知る機会を
提供し、看護職員の潜在化を防止する
とともに、定着促進を図ります。

プラチナナースセミナー
　４回開催　818人受講
施設管理者セミナー
　２回開催　177人受講
職場体験会
　４回開催　57人参加
ふれあいナースバンク
　２回開催　81施設　251人参加

27,050千円

看護職員＜課題２＞
定着対策

（取組２－１）
ライフステージに応じた
支援策の充実

看護職員定着促進支援事業

就業協力員による病院への巡回訪問や
二次保健医療圏を基本とした集合研修
の実施を推進し。看護職員の定着に向
けた病院の取組を支援することによ
り、看護職員が安心して働き続けられ
る環境の整備を促進しています。

支援病院数
　16病院

80,102千円

新人看護職員研修体制整備事業
新人看護職員の早期離職防止を図るた
め、病院等の臨床研修体制の充実に取
り組んでいます。

研修実施施設数
　181施設

125,091千円



国庫
負担

課題 取組 令和７年度実績
項目

東京都保健医療計画（令和6年3月改定）及び

事業名 事業概要
これまでの取組状況

令和７年度計画
（予算規模等）

○

7,080千円

看護職員＜課題３＞
再就業対策

（取組３）
復職しやすい環境の整備

東京都ナースプラザの管理運営

保健師、助産師、准看護師の免許を有
する離職者の再就業を促進するため、
就業相談やあっせん、再就業促進のた
めの研修などを行い、看護職員の確保
や都内定着。資質向上を図っていま
す。

ナースバンク事業
　就業者数　1,716人
　相談件数　2,821件
研修事業
　延べ受講者数　4,098人
普及啓発事業
　一日看護体験学習　2,043人参加

看護職員地域確保支援事業
地域における復職支援研修や再就業相
談を実施するなど、看護師等の再就業
を支援しています。

地域就業支援施設
　病院体験コース　21施設
　施設体験コース　14施設

看護職員再就業支援事業

第3節
保健医療
を担う人
材の確保
と資質の
向上

看護需要の増大を踏まえ、東京都ナー
スプラザにおける情報発信や多様な
ニーズに対応した職業紹介の取組を強
化するとともに、看護職員の再就業・
定着に向けた奨励金の支給等を実施す
ることにより、都内の看護職員の確保
を図ります。

看護のお仕事応援フェア
　１回開催　435人来場
奨励金交付件数
　就業６か月申請分　448件
　就業２年申請分　246件

92,492千円

プラチナナース就業継続支援事業
《再掲》

看護職員＜課題２＞
定着対策

（取組２－２）
看護職員の資質・専門性
の向上

看護師等キャリアアップ支援事業
（H22看護外来相談開設研修事業を
R3再構築）

認定看護師等が職場で専門的資格を活
用できるよう、施設管理者等の理解促
進に向けたシンポジウムを開催し、看
護職員の意欲の向上による離職防止、
チーム医療の推進を図ります。

シンポジウム
　３回開催　175人参加

300,327千円

68,729千円



国庫
負担

課題 取組 令和７年度実績
項目

東京都保健医療計画（令和6年3月改定）及び

事業名 事業概要
これまでの取組状況

令和７年度計画
（予算規模等）

○

○

○

○

○

○

○

○

第3節
保健医療
を担う人
材の確保
と資質の
向上

看護職員＜課題５＞
訪問看護を担う人材

（取組５）
訪問看護師の人材確保等
に向けた支援

管理者・指導者育成事業

訪問看護の人材育成も含めた人的資源
管理や経営的にも安定した事業所運
営、看護小規模多機能型居宅介護への
参入等を行える管理者を育成するとと
もに、管理者同士のネットワーク構築
の推進を図るため、管理者等に対する
研修を実施します。

管理者・指導者育成研修
３回　２１５人

看護小規模多機能型居宅介護実務研修
１回　３０人

在宅介護・医療協働推進部会
２回開催

地域における教育ステーション事業

訪問看護認定看護師相当の指導者が配
置され育成支援のできる訪問看護ス
テーションを教育ステーションに指定
し、地域の小規模事業所のニーズに応
じた同行訪問等による指導・助言を行
うことにより、地域の訪問看護人材の
育成支援を行います。

教育ステーション
２２箇所

在宅介護・医療協働推進部会
２回開催

教育ステーション
２２箇所

看護職員＜課題４＞
訪問看護を担う人材

（取組４）
訪問看護師の人材確保等
に向けた支援

東京都在宅療養推進会議
訪問看護推進部会

訪問看護の推進に向けた取組につい
て、中・長期的な対策を含め、多角
的・総合的に検討を行います。

訪問看護ステーション事務職員雇用
支援事業

事務職員の配置のない訪問看護ステー
ションが、看護職員の事務負担軽減の
ために新たに事務職員を雇用する場

２６事業所 ４７事業所

新任訪問看護師育成支援事業

管理者等が都の定める研修を修了し、
訪問看護未経験の看護職の雇用・育成
を行う訪問看護ステーションに対し、
育成に係る経費の補助を行います。

１２人 １０人

管理者・指導者育成研修
３回　３６４人

看護小規模多機能型居宅介護
実務研修
１回　４２人

認定訪問看護師資格取得支援事業

在宅療養生活等における専門的な看護
の実践と相談・指導ができる看護師の
育成を支援し、労働意欲の向上、定着
の促進、訪問看護師全体の質の向上を
推進するため、認定看護師（訪問看
護、皮膚・排泄ケア、認知症看護、緩
和ケア）の資格取得、特定行為研修の
受講に係る経費に対し、補助を行いま
す。

３１事業所 １９事業所

訪問看護ステーション代替職員（産
休等）確保支援事業

訪問看護ステーションで働く訪問看護
師の勤務環境向上と定着推進のため、
産休・介休等を取得する場合に、必要
な代替職員を確保する経費を支援し、
訪問看護のサービス量確保と質の向上
を図ります。

２３人 １４人

訪問看護人材確保事業

都民や看護師等に訪問看護の業務内容
や重要性、その魅力をＰＲし、訪問看
護への理解促進と人材確保を図るた
め、講演会等を実施します。

看護師・看護学生向け講演会の実施
１回　１１３人

看護師・看護学生向け講演会
の実施
１回


